予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費
	事業名　新食品科学研究所開発研究費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　岐阜県産業技術センター　　電話番号：058-388-3151
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c23102@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   　2,202千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,202
	0
	0
	0
	0
	0
	130
	0
	2,072

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県には豊富な地域資源を背景に特徴的な健康食品を製造する食品業界や、清酒などの醸造業界があり、成長・雇用戦略において、食料品分野を成長産業の一つと位置づけている。

・平成２７年度から「機能性表示食品制度」が導入されることを受け、新たな機能性食品の効果を実証するための分析・評価技術の強化が求められており、県では、食品の加工・製造や醸造・発酵などの技術開発を推進している。一方、岐阜大学では動物実験や食品の成分に関する研究といったライフサイエンス分野の研究に取り組んでいる。
（２）事業内容

大学との連携による技術開発や栄養成分、食品機能の分析など高度な科学的評価のサポートを行うとともに、技術相談にワンストップで対応できる体制を構築しコーディネート機能を強化することで新規参入を支援するなど産学官が一体となった「食料品」産業への新規参入と新商品・新技術の研究開発支援を実施する。
研究課題（３課題：継続３課題）

　・県産酒米の高品質化及び低コスト化に関する研究　
・加齢低栄養の予防・改善によって健康寿命延伸に寄与する機能性多糖類と
　それを用いた食品原料の開発
　・天然の抗生物質プロポリスの香りを活用した商品の開発

（３）県負担・補助率の考え方

中小企業や農産加工組織の多くは、研究開発に資金や人材をまわすことが困難。また、このような研究開発を県が行うことにより波及効果が広くなると考えられるため、本事業を県負担で行う。
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	314
	費用弁償、業務旅費

	需用費
	961
	研究用試薬・器具類、燃料費、光熱水費　等

	委託料
	803
	

	その他
	124
	備品・機器購入費、報償費、学会等負担金、使用料　等

	合計
	2,202
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県内食品関連企業の技術の高度化や新商品開発の更なる促進を図るため、地域食材等を活かした研究開発の推進、食品・ヘルスケア関連企業等の支援体制の拡充、実践的教育・人材交流による専門人材育成の推進を柱とした活動を展開し、基礎から実用に至る幅広い食品関連技術を支援する体制の構築を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進
※関連企業への技術移転
	（H　）
	0件
（H27）
	0件

（H28）
	1件
（H29）
	1件
（H31）
	100％


	外部資金の導入
※外部資金による研究課題
	（H　）
	0件
（H27）
	1件
（H28）
	1件
（H29）
	1件
（H31）
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成30年度の取組）※産業技術センター食品部門について記載
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成30年度は3課題（継続2課題、新規1課題）の研究課題に取り組んでいる。このうち、外部資金による研究開発では、中小企業が中心となって行う共同研究1課題を実施している。この他の研究課題についても、県内産業の技術の高度化を目指して、企業と情報交換等関係を密にするなど、地域企業や大学などと連携した研究開発を推進している。


（平成30年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　前年度の研究成果に関して、平成30年8月末現在で、研究成果発表会の開催（4回）、情報誌の発行（1回）のほか、業界団体との意見交換会などでの説明、及び研究報告書（編集中）などにより県内企業への成果普及を図っている。また、商品化に向けて新たに共同研究を進めているものもある。

　技術相談、巡回技術支援、実地技術支援などの機会を捉えて研究成果の技術移転やこれまでに普及した技術・製品の改良にも取り組んでいる。
　今後も引き続き成果普及に努めながら、地域企業の現場要望に即した研究を実施する予定である。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	高機能製品の開発、製品の差別化、コスト低減など、産業界が直面する課題に対して、新技術・新素材開発などの研究開発の面から産業界を支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	技術移転の推進については、毎年数件の技術移転実績があり、その中には「泡なしＧ酵母」「イソフラボンリッチな大豆もやし」など既に県内企業で商品化・販売されており、事業の成果は上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	全ての研究課題に対して、定期的に進捗状況ヒアリング、自己評価を実施しており、研究開発方法を含めて適正な進捗管理に努めている。また、研究成果に関しては、成果発表会、展示会、産業界との研究会など、あらゆる機会を捉えて成果のＰＲと技術移転に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県内食品関連企業から、複雑・高度な試験や学術的な知見（機能性や安全性に関する科学的な知見等）への要望が増加する傾向にある中、食品研究所を整備することで岐阜大学との連携を一層強化して対応していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　実施している研究開発課題は、関連業界との意見交換会や企業担当者からの技術相談等の機会に得られた企業ニーズ、業界ニーズに基づく内容であり、現場が直面する課題の解決のため、今後も継続して取り組むべき事業である。
今後については、限られた設備・人員の中ではあるが、企業や大学と連携して効率的な研究開発を推進するとともに、引き続き成果普及に努めながら、地域企業の要望に即した研究を実施していく予定である。


